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１．１．１．１． はじめにはじめにはじめにはじめに

２．２．２．２． 財務書類４表とは財務書類４表とは財務書類４表とは財務書類４表とは

（１）貸借対照表

（２）行政コスト計算書

（３）純資産変動計算書

（４）資金収支計算書

　地方公会計改革は、平成１８年８月３１日の総務事務次官通知「地方公共団体における行政
改革の更なる推進のための指針」が国から示され、貸借対照表、行政コスト計算書、資金収支
計算書、純資産変動計算書の４表（普通会計及び連結財務諸表）を作成し、公表することにつ
いて各地方公共団体に対して要請されました。
　行財政運営の説明責任が求められている中、財政状況を的確に把握するとともに、それを町
民のみなさんにさらに分かりやすくする必要があります。
　そこで、総務省の基準「総務省改訂モデル」に沿って、本町では普通会計、関係団体を含む
連結ベースでの財務書類４表を平成２０年度決算から作成し、公表することとしました。

　財務書類4表とは、「貸借対照表」「行政コスト計算書」「純資産変動計算書」「資金収支計算
書」の総称であり、官庁会計における「単式簿記」「現金主義」で作成した歳入歳出決算書とは
異なり、民間企業における「複式簿記」「発生主義」の考え方を採用し作成された財務書類で
す。

　貸借対照表は、住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、
その資産をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に示した財
務書類であり、資産総額と負債・純資産合計が一致し左右がバランスしている
ことから、バランスシートとも呼ばれています。

　行政コスト計算書は、資産形成に結びつかない行政サービスに係る１年間の
経常的な行政活動に伴うコストを性質別（人件費、物件費など）及び行政目的
別（福祉、生活インフラ・国土保全など）に示した財務書類であり、経常的な行
政サービスにかかったコストや、それに対する受益者負担がどれほどであるか
を表しています。

　純資産変動計算書は、貸借対照表上の純資産が１年間でどのように増減し
たかを示した財務書類であり、純資産の総額の変動とともに、どういった財源
や要因で増減したのかを表しています。

　資金収支計算書は、１年間の資金（現金）の流れの収支を、性質の異なる３
つの区分「経常的収支の部」「公共資産整備収支の部」「投資・財務的収支の
部」に分けて示した財務書類であり、どのような活動に資金（現金）が必要とさ
れ、どのように賄っているのか表しています。



３．３．３．３． 対象となる会計の範囲対象となる会計の範囲対象となる会計の範囲対象となる会計の範囲

（１）普通会計

一般会計

（２）連結

（特別会計）

（一部事務組合・広域連合等）

国民健康保険特別会計、国民健康保険高野山総合診療所特別会計、国民
健康保険富貴診療所特別会計、介護保険特別会計、後期高齢者医療特別
会計、簡易水道特別会計、下水道特別会計、生活排水処理事業特別会
計、農業集落排水事業特別会計、水道事業会計

和歌山県市町村総合事務組合、和歌山地方税回収機構、伊都郡町村及び
橋本市老人福祉施設事務組合、伊都郡町村及び橋本市児童福祉施設事
務組合、橋本周辺広域市町村圏組合、和歌山県後期高齢者医療広域連
合、高野町社会福祉協議会



４．４．４．４． 財務４表財務４表財務４表財務４表

（１）貸借対照表

貸借対照表

（１）

（２）

（１） （１）

（２） （２）

（３） （３）

（４） （４）

（５） （５）

（６） （６）

（１）

（２）

（３）

（４）

住民一人当たりの貸借対照表

（１）

（２）

（１） （１）

（２） （２）

（３） （３）

（４） （４）

（５） （５）

（６） （６）

（１）

（２）

（３）

（４）

回収不能見込額

貸付金

137

1

117

資産合計 5,567 7,082

投資及び出資金

0 0

5 8

0

△ 3

長期延滞債権

資産の部

１．公共資産

２．投資等

賞与引当金

普通会計

4,971

負債及び純資産合計

純資産合計

１．固定負債
地方債

退職手当引当金

その他

15,020,741 18,236,236

その他

1,957,202 純資産の部
負債合計

その他
回収不能見込額

0

5,567

基金等

その他

134

△ 3

負債及び純資産合計

15

現金預金

その他
回収不能見込額

1

0

0

未収金

459

458

577

570

３．流動資産

5

4

短期借入金

２．流動負債
翌年度償還予定地方債

賞与引当金

翌年度支払予定退職手当

未払金

純資産合計

その他

△ 2

4,373

7,082

負債合計
純資産の部

0

1,7731,194

0

0 0

0

11

1

15

50,631

（単位：千円）

1,038

6,089,558

0 0

普通会計

24,325,794

301

連結会計

319

5,505,108

4,472,998

（単位：千円）

1,032,110

584,450

527,595

4,867

0

0 50,364

0

472,178

5,096

普通会計
3,698,490

2,947,732

負債の部
１．固定負債

728,841

資産の部 連結会計

19,120,932

３．流動資産
現金預金

１．公共資産

２．投資等

17,073,029 21,616,917

投資及び出資金

基金等

貸付金

長期延滞債権

回収不能見込額

0

1,573,086

未収金

459,176

17,028

△ 1,235

△ 9,122

1,575,725

△ 11,874

1,980,036

0

0翌年度支払予定退職手当

37,478

28,250

5,096

656,989

016

翌年度償還予定地方債

未払金

短期借入金

212

1

13,275

△ 6,611

24,325,794

106

負債の部連結会計

6,293

1,077

750,758

401,701

退職手当引当金

地方債

２．流動負債
364,223

19,120,932

4,100,191

858

219

連結会計
1,603

1,302

5,309

170

16,170

資産合計

3,874

154

191

普通会計



「貸借対照表の概略説明」（普通会計ベース）

①

②

③

　資産は、町運営の資源として用いられ、将来にわたり行政サービスを提供するために使
用されるものです。

資産について

　流動資産合計は、１５億７，５７３万円であり、町民一人当たり４６万円となり、流動性の高
い財政調整基金などの現金預金や町税などの収入未済額のうち、過去1年以内に発生した
未収金となっています。

　固定負債合計は、３６億９，８４９万円であり、町民一人当たり１０８万円となり、将来返済
や支払いをする必要がある債務を表しており、地方債および退職手当引当金となっていま
す。

　本町の普通会計ベースの総資産は、１９１億２，０９３万円となり、町民一人当たりにすると
５５７万円となっています。

　公共資産合計は、総額１７０億７，３０３万円であり、町民一人当たり４９７万円となり、その
中でも生活インフラ・国土保全（道路などのインフラ資産）が９４億６，６５１万円で５５．４％を
占めています。

　投資等合計は、４億７，２１８万円であり、町民一人当たり１４万円となり、投資及び出資
金、目的基金など流動性の低い基金等、また町税などの収入未済額のうち、１年以上未収
の長期延滞債権とそれに係る回収不能見込額となっています。

負債について

　流動負債合計は、４億１７０万円であり、町民一人当たり１２万円となり、主に翌年度に係
る債務を表しており、翌年度償還予定地方債及び賞与引当金となっています。

　純資産合計は、１５０億２，０７４万円であり、町民一人当たり４３７万円となり、過去に税金
や補助金等の財源により取得した資産の残存額となっています。

純資産について



（２）行政コスト計算書

「行政コスト計算書の概略説明」（普通会計ベース）

501

20

33

31

23

項　　　目

1

（単位：千円）

住民一人当たりの行政コスト計算書

経常費用

250

3

10

1,616

320

1

910

204

連結会計

541

116

15

555

302

710

70

7

1240

14

39

25 25

281

33

13

13

0

249

36

89

122

280

962,974

普通会計

413

163

80,117

2,048

1,723,098

90,093

861,839

400,110

289

16

199

△ 5

50,949

1,911,754

13,468

1,036,447

2,438,160

1,858,890

（経常費用ー経常収益）

562,659

4,288

純経常行政コスト

　（１）公債費（支払利息）

　（３）その他行政コスト

85,155

47,661

経常収益

△ 976

132,816

　（４）公共資産整備補助金等 110,758

　（２）回収不能見込計上額

４．その他コスト

　その他特定行政サービス収入

　他会計補助金等
0

１．人にかかるコスト

　（１）社会保障給付

423,840

　（２）退職手当引当金繰入等

普通会計

　事業収益

　（３）減価償却費

３．移転支出的なコスト

　（２）補助金等

416,387

110,758

104,074

21,909

955,094

68,402

42,761

43,737

123,412

304,537

684,640

△ 19,253

3,125,270

0

702,865

0

640

304

0221,107

24,780

00

0

　（１）人件費

　（３）賞与引当金繰入額

２．物にかかるコスト 1,424,550

連結会計
5,552,837

1,098,849

992,527

55,373

857,603

　（２）維持補修費

37,478

　行政コスト計算書は、企業会計では損益計算書といわれているものですが、利益の追求
を目的とする企業とは違い、営利を目的としない町の行政サービスの提供にどれだけの費
用（コスト）がかかったか、その内容の分析を行うことを目的としています。
　本町の行政コストは、３１億２，５２７万円となりました。町民一人当たりでは９１万円です。
　人にかかるコストが７億２８７万円（構成比２２．５％）、物にかかるコストが１４億２，４５５万
円（構成比４５．６％）、移転支出的なコストが９億５，５０９万円（構成比３０．６％）、その他
のコストが４，２７６万円（構成比１．４％）となっています。
　目的別にみますと、総務が６億８８４万円（構成比１９．５％）、福祉が５億３，９４５万円（構
成比１７．３％）、環境衛生が４億８，６９５万円（構成比１５．６％）などとなっています。
　経常収益の合計額は１億３，２８２万円であり、経常収益の額の経常行政コストに対する
比率、いわゆる受益者負担比率は、４．２５％となっています。

　使用料・手数料等
　分担金・負担金・寄附金

　（３）他会計等への支出額

　保険料

1,115

0

　（１）物件費

2,992,454 3,829,739 871



（３）純資産変動計算書

「純資産変動計算書の概略説明」（普通会計ベース）

住民一人当たりの純資産変動計算書

普通会計

△ 36

項　　　目
期首純資産残高
純経常行政コスト
財源調達
    地方税
　　地方交付税

107

△ 2,992,454

1,232,165405,785

188,511179,500

366,535

1,891,248

△ 122,776

連結会計

△ 122,776

18,516,456

△ 3,829,739

3,678,459

366,535

1,891,248

2,843,068

15,292,759

1,072

107

（単位：千円）
普通会計 連結会計

5,390

△ 1,115

4,452

△ 871

828

0

0

4,373

551

118

52

551

359

55

△ 36

△ 2

0

5,309

　　補助金等

臨時損益
出資受入・資産評価替・無償受入

　　その他

その他
期末純資産残高

0

△ 6,238144

　純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産が１年間でどれだけ増減したかを表したもの
です。今までの世代が負担してきた部分であるために、今後、継続して作成していくことで増
減が分かります。
　純経常行政コストの金額に対して、一般財源や経常的な補助金等受入の金額がどの程
度あるかが分かり、純経常行政コストが受益者負担以外の経常的な財源により、どの程度
まかなわれているかが分かります。
　純資産は、平成２５年度期間中に２億７，２０２万円減少し、期末純資産残高は１５０億２，
０７４万円となっています。

74

18,236,23615,020,741



（４）資金収支計算書

「資金収支計算書の概略説明」（普通会計ベース）

①

②

③

住民一人当たりの資金収支計算書

　投資・財務的支出は、出資、基金の積立、地方債償還額などによる支出と、その財源であ
る補助金等の収入が計上されており、投資活動や借金の返済による資金の出入りの状況
が表示されています。
　投資・財務的収支額は５億６，１１０万円の赤字となっていますが、これは税金や地方交付
税などの経常収支で賄われたことを表しています。

217,431

連結会計
824,647

99,174

118,257

1,957,202

普通会計

△ 561,104

普通会計
880,941

△ 220,663

63,755

240

△ 70

△ 151

19

551

570

　経常的収支は、人件費や物件費などの支出と税収や地方交付税などの収入が計上され
ており、日常の行政活動による資金収支の状況が表示されています。
　　経常的収支額は、８億８，０９４万円の黒字となっており、これは公共資産整備や地方債
償還などに充当されることになります。

　公共資産整備収支は、公共資産の整備などによる支出と、その財源である補助金・借入
金などによる収入が計上されており、いわゆる公共事業に伴う資金の使途とその財源の状
況が表示されています。
　公共資産整備収支額は２億２，０６６万円の赤字となっていますが、これは経常的収支、
すなわち税金等で賄われたことを表しています。

期首資金残高
期末資金残高

1,893,447

当期収支

△ 241,546

△ 519,346

連結会計
256

△ 64

（単位：千円）

　資金収支計算書は、キャッシュフローと言われるもので、「キャッシュ＝お金」の「フロー＝
流れ」を明らかにします。町の収支をその性質に応じて、経常的収支、公共資産整備収支、
投資・財務的収支に区分して表示し、町のどのような活動に資金が必要なのかを知ること
ができます。

１．経常的収支
２．公共資産整備収支
３．投資・財務的収支 △ 163

29

34

63



【財務書類に基づく財務分析】【財務書類に基づく財務分析】【財務書類に基づく財務分析】【財務書類に基づく財務分析】

（１）社会資本形成の世代間負担比率（１）社会資本形成の世代間負担比率（１）社会資本形成の世代間負担比率（１）社会資本形成の世代間負担比率

社会資本形成の世代間負担比率

（２）歳入額対資産比率（２）歳入額対資産比率（２）歳入額対資産比率（２）歳入額対資産比率

歳入額対資産比率

（３）有形固定資産の行政目的別割合（３）有形固定資産の行政目的別割合（３）有形固定資産の行政目的別割合（３）有形固定資産の行政目的別割合

有形固定資産の行政目的別割合の推移

（４）資産老朽化比率（４）資産老朽化比率（４）資産老朽化比率（４）資産老朽化比率

公共資産合計 17,430,264 17,073,029

　　社会資本形成の結果を表す公共資産のうち、純資産による形成割合を見ることにより、これまで
の世代（過去及び現世代）によって既に負担された割合を見ることができます。また地方債に着目す
れば、将来返済しなければならない、今後の世代によって負担する割合を見ることができます。

社会資本形成の過去及び現世代負担比率（％）＝純資産合計÷公共資産合計×１００

社会資本形成の将来世代負担比率（％）＝地方債残高÷公共資産合計×１００

項　　　　　　　目 平成２４年度平成２５年度

純資産合計 15,292,759 15,020,741

地方債残高 3,266,458 3,311,955

88.0%

社会資本形成の将来世代負担比率 18.7% 19.4%

歳入総額 3,581,663 3,866,050

社会資本形成の過去及び現世代負担比率 87.7%

　　歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、形成されたストックである資産は何年分の
歳入が充当されたかを見ることができます。

歳入額対資産比率＝資産合計÷歳入総額

項　　　目 平成２４年度平成２５年度

資産合計 19,494,063 19,120,932

歳入総額対資産比率（年） 5.4 4.9

　　貸借対照表に計上された有形固定資産の行政目的別割合を見ることにより、行政分野ごとの公
共資産形成の比重を把握することができます。

行政目的
平成２４年度 平成２５年度

金額 構成比 金額 構成比
55.5%

②教育 2,454,082 14.1% 2,392,831 14.0%

➀生活インフラ・国土保全 9,488,157 54.5% 9,466,513

3.1%

④環境衛生 986,448 5.7% 894,349 5.2%

③福祉 559,798 3.2% 524,309

⑤産業振興 3,005,261 17.3% 2,879,810

⑥消防 113,334 0.7% 98,366

16.9%

0.6%

4.7%

有形固定資産合計 17,416,284 100.0% 17,061,940 100.0%

⑦総務

　　有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合を計算
することにより、耐用年数に比して償却資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把握
することができます。

809,204 4.6% 805,762



資産老朽化比率

（５）受益者負担比率（５）受益者負担比率（５）受益者負担比率（５）受益者負担比率

受益者負担比率

（６）行政コスト対公共資産比率（６）行政コスト対公共資産比率（６）行政コスト対公共資産比率（６）行政コスト対公共資産比率

行政コスト対公共資産比率

（７）行政コスト対税収等比較（７）行政コスト対税収等比較（７）行政コスト対税収等比較（７）行政コスト対税収等比較

償却資産取得価額 35,897,305 36,400,564

資産老朽化比率（％）＝減価償却累計額÷（有形固定資産合計－土地＋減価償却累
計額）×１００

項　　　目 平成２４年度平成２５年度

経常収益 151,517 132,816

減価償却累計額 19,048,868 19,906,471

資産老朽化率 53.1% 54.7%

　　行政コスト計算書における経常収益は、いわゆる受益者負担の金額であるため、経常収益の行
政コストに対する割合を算定することで、受益者負担割合を算定することができます。行政コスト計算
書では目的別に受益者負担割合を算定することができます。

受益者負担比率（％）＝経常収益÷経常行政コスト×１００

項　　　目 平成２４年度平成２５年度

経常行政コスト 3,108,071 3,125,270

経常行政コスト 3,108,071 3,125,270

受益者負担比率 4.9% 4.2%

　　行政コストの公共資産に対する比率を見ることで、資産を活用するためにどれだけのコストがかけ
られているか、あるいはどれだけの資産でどれだけの行政サービスを提供しているか（資産が効率
的に活用されているか）を分析することができます。

行政コスト対公共資産比率（％）＝経常行政コスト÷公共資産×１００

項　　　目 平成２４年度平成２５年度

公共資産 17,430,264 17,073,029

行政コスト対公共資産比率 17.8% 18.3%

　　純経常行政コストに対する一般財源等の比率を見ることによって、当年度に行われた行政サービ
スのコストから受益者負担分を除いた純経常行政コストに対して、どれだけが当年度の負担で賄わ
れたかがわかります。
　　比率が１００％を下回っている場合は、翌年度以降へ引き継ぐ資産が蓄積されたか、あるいは翌
年度以降へ引き継ぐ負担が軽減されたこと（もしくはその両方）を表しており、逆に、比率が１００％を
上回っている場合は、過去から蓄積した資産が取り崩されたか、あるいは翌年度以降へ引き継ぐ負
担が増加したこと（もしくはその両方）を表しています。また、比率の数値が１００％から乖離している
ほど、それらの割合が高いことになります。

行政コスト対税収等比率（％）＝純経常行政コスト÷（一般財源＋補助金等受入（その
他一般財源等の列））×１００



行政コスト対税収等比率

（８）地方債の償還可能年数（８）地方債の償還可能年数（８）地方債の償還可能年数（８）地方債の償還可能年数

地方債の償還可能年数

（９）プライマリーバランス（基礎的財政収支）（９）プライマリーバランス（基礎的財政収支）（９）プライマリーバランス（基礎的財政収支）（９）プライマリーバランス（基礎的財政収支）

基礎的財政収支

純経常行政コスト 2,956,554 2,992,454

項　　　目 平成２４年度平成２５年度

一般財源 2,418,030 2,437,283

補助金等受け入れ 234,128 260,117

地方債の償還可能年数（年）＝地方債残高÷経常的収支額（地方債発行額及び基金
取崩額を除く）

項　　　目 平成２４年度平成２５年度

行政コスト対税収等比率 111.5% 110.9%

　　自治体の抱えている地方債を経常的に確保できる資金で返済した場合に何年で返済できるかを
表す指標で、借金の多寡や債務返済能力を測る指標です。
　　自治体が抱えている借金を返済するには、何らかの形で資金（返済原資）を確保しなければなり
ません。また、安定的に返済を行っていかなければなりませんので、返済原資としては経常的に確保
できる資金である必要があります。

地方債残高 3,266,458 3,311,955

経常的収支額 895,390 880,941

（控除）地方債発行額 183,609 242,803

（控除）基金取崩額 171,777 190,919

基礎的財政収支（プライマリーバランス）＝「歳入総額－（繰越金＋地方債発行額＋財
政調整基金等の取崩額）」－「歳出総額－（地方債元利償還額＋財政調整基金等の積
立額）」

項　　　目 平成２４年度平成２５年度

地方債の償還可能年数 6.0年 7.4年

　　資金収支計算書に注記されているプライマリーバランスは、地方債の発行や償還及び財政調整
基金等の取崩しや積立額を除いた財政収支で表されます。

歳入総額 3,581,663 3,866,050

（控除）繰越金 209,227 118,257

（控除）地方債発行額 240,709 455,862

（控除）財政調整基金等取崩額 154,130 186,286

歳出総額 3,463,406 3,648,619

（控除）地方債元利償還額 468,523 454,102

（控除）財政調整基金等の積立額 282,262 125,588

基礎的財政収支 264,976 36,716



貸借対照表の解説 内容解説

公共資産

投資及び出資金

町が所有している資産（庁舎・道路・公園・学校等）のうち、長期間に
わたって行政サービスの提供に用いられる資産です。
関係団体等への出資金及び出えん金の現在高

長期延滞債権

回収不能見込額

現金預金

未収金

翌年度償還予定地方債

賞与引当金

流動性の高い基金である「財政調整基金（年度間の財政の不均衡を
調整するための積立金」及び「減債基金（地方債の償還を計画的に
行うための積立金）」、形式収支に相当する「歳計現金」の額

町税等の収入未済額のうち、未納期間が１年を超えていないものの額

地方債現在高から翌年度に予定されている元金償還額を控除した額
全職員が年度末に普通退職したと仮定した場合に必要な退職手当
の見込み額

地方債

退職手当引当金

町税等の収入未済額のうち、１年を超えて回収がなされていない額
長期延滞債権のうち、時効等の理由により、回収が困難であると見
込まれる町税等の額

純資産変動計算書の解説

期首純資産残高

地方債現在高のうち翌年度に予定されている元金償還額
翌年度６月に支払う予定の期末勤勉手当のうち、今年度負担相当額
(4/6ヶ月分）

内容解説

維持補修費 施設などの維持補修に要する額

行政コスト計算書の解説

補助金等

時効等により徴収不能となった町税等の額

各種団体に対する補助金等の額
他会計等への支出額

支払利息 地方債による支出額

社会保障給付費 児童手当の支給、高齢者や障害者に対する援護措置等に要する額

人件費 給与費等から退職手当及び前年度賞与引当金を除いた額
退職手当引当金繰入等 退職手当負担金及び当該年度に引当金として新たに繰入れた額など

有形固定資産が経年劣化等に伴い価値が減少したと認められる額

賞与引当金繰入額 当該年度に貸借対照表に計上した賞与引当金の額
物件費 旅費、光熱水費、委託料、備品購入費などの額

減価償却費

財務書類４表の中で使われている主な用語解説財務書類４表の中で使われている主な用語解説財務書類４表の中で使われている主な用語解説財務書類４表の中で使われている主な用語解説

公共資産整備収支の部 公共資産の整備に係る収支の額

資産の評価替えを行った際の差額や、売却可能資産に新規・追加計
上した額

特別会計など他会計に対する支出額

他団体への公共資産整
備補助金等

貸借対照表の欄外に注記された「他団体及び民間への支出金により
形成された資産」の当該年度分支出額

補助金等受入

内容解説
前年度末の貸借対照表における純資産残高

回収不能見込計上額

公共資産除売却損益

純経常行政コスト
地方税
地方交付税

資産評価替による変動額

公共資産を除売却した場合の帳簿価額と売却額の差額

その他行政コスト充当財源

行政コスト計算書における純経常行政コスト（マイナス計上）
町税

地方譲与税、各種交付金、諸収入等
国庫支出金及び県支出金のうち公共資産形成の財源となった額

普通交付税及び特別交付税

基礎的財政収支

プライマリーバランスとも言われ、町債などの借金を除いた歳入と、
過去の借金の元利払いを除いた歳出の差のことで、町の財政が健
全かどうかを表す指標です。プライマリーバランスがマイナス（赤字）
だと、「借金をしなければ必要な事業を行う資金を賄えない」状態とな
ります。

期末純資産残高 当該年度の貸借対照表における純資産残高

内容解説
経常的収支の部

投資・財務的収支の部 地方債の元利償還、発行額等の収支の額

資金収支計算書の解説
経常的な行政活動から発生する収支の額



（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 2,947,732

①生活インフラ・国土保全 9,466,513 (2) 長期未払金

②教育 2,392,831 ①物件の購入等

③福祉 524,309 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 894,349 ③その他

⑤産業振興 2,879,810 長期未払金計 0

⑥消防 98,366 (3) 退職手当引当金 750,758

⑦総務 805,762 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 17,061,940 固定負債合計 3,698,490

(2) 売却可能資産 11,089

公共資産合計 17,073,029 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 364,223

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 5,096 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 37,478

投資及び出資金計 5,096 流動負債合計 401,701

(2) 貸付金 0

(3) 基金等
負　　債　　合　　計

4,100,191

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 322,868

③土地開発基金 81,318
[純資産の部]

④その他定額運用基金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 3,563,875

⑤退職手当組合積立金 54,990

基金等計 459,176 ２　公共資産等整備一般財源等 12,238,582

(4) 長期延滞債権 17,028

(5) 回収不能見込額 △ 9,122 ３　その他一般財源等 △ 738,418

投資等合計 472,178

４　資産評価差額 △ 43,298

３　流動資産

(1) 現金預金
純　 資　 産　 合　 計

15,020,741

①財政調整基金 1,159,387

②減債基金 196,268

③歳計現金 217,431

現金預金計 1,573,086

(2) 未収金

①地方税 1,464

②その他 2,410

③回収不能見込額 △ 1,235

未収金計 2,639

流動資産合計 1,575,725

資　　産　　合　　計
19,120,932

負 債 ・ 純 資 産 合 計
19,120,932

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち2,516,964千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 4,885,929 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 3,266,458 千円 3,266,458 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 64,176 千円 0 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 559,614 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 279,744 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 715,937 千円 715,937 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 5,408,993 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 1,827,552 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 600,320 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 2,981,121 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 △ 523,064 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は567,847千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は19,906,471千円です。

項目 金額

[内訳]

負債計上 注記

【（翌年度償還予定）地

方債・（長期）未払金・引

当金】

64,176

559,614

279,744

0

78,460

【契約債務・

偶発債務】

702,561

970,100

0

0

0

0

106,177

170,211

970,100

189,079

13,777

0

253,987

0

0

0

357,118

平成２５年度　高野町　普通会計

貸借対照表（全体）

(平成26年3月31日現在)

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

68,830



自　平成25年4月  1日

至　平成26年3月31日

　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額

（構成比率）

生活インフラ・

国土保全

教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能

見込計上額

その他

（１）人件費 684,640 21.9% 53,866 68,302 54,242 32,046 27,704 130,814 264,438 53,228 0

（２）退職手当引当金繰入等 △ 19,253 -0.6% △ 1,046 △ 2,281 △ 1,884 △ 1,121 △ 947 △ 4,021 △ 7,477 △ 476 0

１

（３）賞与引当金繰入額 37,478 1.2% 1,713 3,879 3,074 1,829 1,577 7,399 14,984 3,023 0

小　　計 702,865 22.5% 54,533 69,900 55,432 32,754 28,334 134,192 271,945 55,775 0

（１）物件費 562,659 18.0% 10,105 127,016 41,545 94,307 89,002 14,973 181,756 3,955 0

（２）維持補修費 4,288 0.1% 25 1,800 500 150 332 203 1,278 0

（３）減価償却費 857,603 27.4% 358,240 94,949 53,203 101,438 163,728 17,589 68,456

小　　計 1,424,550 45.6% 368,370 223,765 95,248 195,895 253,062 32,765 251,490 3,955 0

（１）社会保障給付 123,412 3.9% 335 122,769 308

（２）補助金等 304,537 9.7% 2,376 14,279 50,917 93,192 48,219 9,230 85,407 917 0

３

（３）他会計等への支出額 416,387 13.3% 30,500 0 215,087 164,800 6,000 0 0 0

（４）他団体への

　　　公共資産整備補助金等

110,758 3.5% 5,600 0 0 0 2,052 103,106 0 0

小　　計
955,094 30.6% 38,476 14,614 388,773 258,300 56,271 112,336 85,407 917 0

（１）支払利息 43,737 1.4% 43,737

（２）回収不能見込計上額 △ 976 0.0% △ 976

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小　　計
42,761 1.4% 0 0 0 0 0 0 0 0 43,737 △ 976 0

3,125,270 461,379 308,279 539,453 486,949 337,667 279,293 608,842 60,647 43,737 △ 976 0

（　構　成　比　率　） 14.8% 9.9% 17.3% 15.6% 10.8% 8.9% 19.5% 1.9% 1.4% 0.0% 0.0%

　【経常収益】

一般財源

振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 85,155 13,319 1,018 4,652 17,885 944 174 3,547 0 0 0 43,616

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 47,661 0 1,800 3,009 0 18,161 0 5,038 0 0 0 19,653

132,816 13,319 2,818 7,661 17,885 19,105 174 8,585 0 0 0 63,269

ｄ／ａ 4.25% 2.9% 0.9% 1.4% 3.7% 5.7% 0.1% 1.4% 0.0% 0.0% 0.0%

2,992,454 448,060 305,461 531,792 469,064 318,562 279,119 600,257 60,647 43,737 △ 976 0 △ 63,269

（差引）純経常行政コスト ａ－

ｄ

平成２５年度　高野町　普通会計

行政コスト計算書（全体）

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計

（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ



（単位：千円）

純資産合計

公共資産等整備

国県補助金等

公共資産等整備

一般財源等

その他

一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 15,292,759 3,609,367 12,481,411 △ 754,577 △ 43,442

純経常行政コスト △ 2,992,454 △ 2,992,454

一般財源

地方税 366,535 366,535

地方交付税 1,891,248 1,891,248

その他行政コスト充当財源 179,500 179,500

補助金等受入 405,785 145,668 260,117

臨時損益

災害復旧事業費 △ 127,642 △ 127,642

公共資産除売却損益 4,866 4,866

投資損失 0 0

損失補償等引当金繰入等 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 244,769 △ 244,769

公共資産処分による財源増 0 0 0 0

貸付金・出資金等への財源投入 106,714 △ 106,714

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 105,666 105,666

減価償却による財源増 △ 191,160 △ 666,443 857,603

地方債償還等に伴う財源振替 177,797 △ 177,797

資産評価替えによる変動額 144 144

無償受贈資産受入 0 0

その他 0

期末純資産残高 15,020,741 3,563,875 12,238,582 △ 738,418 △ 43,298

平成２５年度　高野町　普通会計

純資産変動計算書（全体）

自　平成25年4月  1日

至　平成26年3月31日



（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報

① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

② 平成25年度における一時借入金の借入限度額は600,000千円です。

③ 支払利息のうち、一時借入金利子は0千円です。

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 千円

　地方債発行額 △

　財政調整基金等取崩額 △

　支出総額 △

　地方債元利償還額

　財政調整基金等積立額

　　基礎的財政収支 千円
36,716

118,257

217,431

3,747,793

455,862

186,286

3,648,619

0

99,174

454,102

125,588

4,866

50,071

154,937

△ 561,104

0

100,000

0

0

76,928

410,365

0

716,041

0

100,000

128,730

18

13,447

390,691

△ 220,663

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

611,354

147,246

213,059

16,939

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

500,596

110,758

0

190,919

111,285

3,202,165

880,941

41,706

38,272

60,621

242,803

2,321,224

366,772

1,891,248

258,539

304,537

43,737

339,459

131,930

１ 経 常 的 収 支 の 部

815,490

562,659

123,412

平成２５年度　高野町　普通会計

資金収支計算書（全体）

自　平成25年4月  1日

至　平成26年3月31日



（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 858

①生活インフラ・国土保全 2,756 (2) 長期未払金

②教育 697 ①物件の購入等

③福祉 153 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 260 ③その他

⑤産業振興 838 長期未払金計 0

⑥消防 29 (3) 退職手当引当金 219

⑦総務 235 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 4,968 固定負債合計 1,077

(2) 売却可能資産 3

公共資産合計 4,971 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 106

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 1 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 11

投資及び出資金計 1 流動負債合計 117

(2) 貸付金 0

(3) 基金等
負　　債　　合　　計

1,194

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 94

③土地開発基金 24
[純資産の部]

④その他定額運用基金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 1,038

⑤退職手当組合積立金 16

基金等計 134 ２　公共資産等整備一般財源等 3,563

(4) 長期延滞債権 5

(5) 回収不能見込額 △ 3 ３　その他一般財源等 △ 215

投資等合計 137

４　資産評価差額 △ 13

３　流動資産

(1) 現金預金
純　 資　 産　 合　 計

4,373

①財政調整基金 338

②減債基金 57

③歳計現金 63

現金預金計 458

(2) 未収金

①地方税 0

②その他 1

③回収不能見込額 0

未収金計 1

流動資産合計 459

資　　産　　合　　計
5,567

負 債 ・ 純 資 産 合 計
5,567

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち733千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 1,422 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 951 千円 951 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 19 千円 0 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 163 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 81 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 208 千円 208 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 1,575 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 532 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 175 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 868 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 △ 153 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は165千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は5,795千円です。

項目 金額

[内訳]

負債計上 注記

【（翌年度償還予定）地

方債・（長期）未払金・引

当金】

19

163

81

0

23

【契約債務・

偶発債務】

205

283

0

0

0

0

31

50

283

55

4

0

74

0

0

0

104

平成２５年度　高野町　普通会計

貸借対照表（住民一人当たり）

(平成26年3月31日現在)
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